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                        島根県立大学准教授 西藤 真一
浜田市の概要  
浜田市は島根県西部に立地し、2005 年に浜田市、金城町、旭町、三隅町が合併して誕生
した市である。また、市の面積（690.66 ㎢）のうち、可住地面積は 145.3 ㎢に過ぎず、ほ
とんどが森林・山地である。主要な道路は海岸沿いを東西に貫く国道９号線と山間部を連
絡する国道・県道である。また、人口は 5.6 万人、高齢化率は約 35％となっている。  
















































境を改善できないか検討することも第 2 の目的とした。  
調査の対象は 1960 年代に造成された浜田市の中心である浜田駅から約 2Km 離れた団地
である。造成当初から居住する住民の多くは高齢になっている 3。また、団地は最寄りの
スーパーまでの距離は約 1～1.5Km に過ぎないが、傾斜地に立地するため急な坂道が多く






アンケートは、2016 年 10 月初旬の延べ 2 日間にわたり、調査員による戸口配布とした。
配布部数は 500 部である。回収期間は 11 月末日までに設定し、計 254 部（回収率 50％）
を郵送により回収した。回答者の属性では、70 才以上が 47％、60 才代が 30％、40～50
才代が 16％、その他となり、高齢者の回答が多かった。そのため、職業は「無職」と回答
した人が 62％であり、会社員が 18％、パート等が 11％である。なお、運転免許について
は、78％の人が免許を保有し、免許を持たない回答者は 22％であった。  
（１）買い物環境に対する意識  
現在の買い物環境について、「不便に感じる」という人は全体では 22％であり、割合と














                                                                                                                                                                             
2 主要参考文献による。  
3 ただし、県営の集合住宅も団地内に存在し、その住民は転勤の多い比較的若年層が居住している。
したがって、当該団地を含む町内の高齢化率自体は浜田市のそれとほぼ同じである。  
4 この結果は、前年度の調査とほぼ同じ傾向である。  


















































(2) 「中山間地域住民にとっての買い物の意義－鳥取県内の調査を中心に－」  
                        公立鳥取環境大学教授 磯野 誠  





























３−１ 中山間地域住民にとっての目標としての「一病息災的健康」  
まず中山間地域住民にとっての買物の意義を考える際に、住民にとっての日常の生活上の目
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                            金沢大学教授 西村 茂  
 七尾市と金沢大学による協同の取り組みである、七尾市産業・地域活性化懇話会のなかの
分科会、『「地域包括ケアシステム」を支える医商工連携』分科会での活動を中心に紹介する。  
1. 買い物支援の全国の取り組み  
1.1. 宅配（給食サービスなど）  
商店街連合会が主体となり、買い物に支障をきたす住民に宅配サービス  
買い物支援事業を実施する事業者に対し、事業の初期費用及び運営費用の一部を補助  
1.2. 買い物支援（買い物代行など）  
NPO法人が地域内商店で購入代行・配達・支払代行。安否確認、見守りを兼ねる  
1.3. 店舗への交通(公共交通の充実）  
1.4. 新規店舗への支援  
食料品店の新規出店促進及び既存店の振興  
1.5. 移動販売(行政による業者支援）  
 







3. 支援策の前提：七尾市の買い物環境  









4. 七尾市の取り組み  






















4.3. 買い物環境実態アンケート調査  
2月に実施予定。  




(5) 「買い物弱者対策としての豆腐の移動販売における課題－富山県の事例」      
富山大学教授 坂田 博美  
１．豆腐の移動販売の概要 
豆腐の直接流通には、製造小売、行商、電話・FAX・インターネットを通じた通信販売、
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出張販売（スーパーの出店や百貨店の催事）、移動販売がある。  
インターネットで検索した所、全国で 47 店（2016 年９月時点）が、豆腐の移動販売を
実施している。富山県では４店が、豆腐の移動販売を実施している（富山県豆富商工組合





・ 豆腐の移動販売における課題①販売スキルの獲得と顧客ニーズの把握  
顧客との信頼関係を築くことができているか。  






・ 豆腐製造業者①には、2016 年９月 20 日（火）に、代表者にインタビューを行い、
2016 年 12 月９日（金）10:30～12:00 に移動販売車に同乗して、販売場面の参与観
察を行った。  
・ 豆腐製造業者②には、2016 年 11 月 29 日（火）、12 月 13 日（火）に、代表者夫妻
にインタビューを行った。  
・ 大豆卸売業者（製造小売）には、2016 年９月８日（木）に社長、11 月 29 日（火）
に社長および移動販売者にインタビューを行った。2016 年 12 月９日（金）に、移
動販売車の写真撮影を行った。  
・ 福祉事業者（製造卸・小売）には、2016 年９月９日（金）に責任者、11 月 30 日（水）
に移動販売者にインタビューを行った。2016 年 12 月 21 日（水）13:30～17:00 に、
移動販売車に同行して、販売場面の参与観察を行った。  







移動販売者に依頼して 2006 年 11 月に始めた。Ｂ市を週６日（１人１台で５～６時
間）回っていたが、2014 年６月から二代目の製造者が販売している。８アイテム（豆
腐、豆乳、揚げ、デザート）を扱っているが、ほとんど注文販売となっている。  
・ 大豆卸売業者は、1977 年から豆腐の製造小売を始めた。2007 年 10 月から販売先開
拓のため、元製造者と営業マンが移動販売を担当している。Ｃ市を週４日、２人が
交代で週２日ずつ回っている。約 50 アイテム（豆腐、豆乳、揚げ、惣菜他）を扱っ
































売店舗までの距離が 500m 以上の人口割合は、49.7％（全国 36.2％）である。うち自動車
を持たない人口割合は、5.3％（同 6.7％）、65 歳以上の割合は、9.3％（同 13.1％）であ
る（http://cse.primaff.affrc.go.jp/katsuyat/fig/table02.html）。農林水産政策研究所食料品アク
セスマップ（http://cse.primaff.affrc.go.jp/katsuyat/pdf/16toyama.pdf）では、「富山県におけ
る生鮮品販売店舗までの距離が 500m 以上の人口割合」（図２）を示している。  
富山県で利用できる買い物支援サービス（県内で利用できる買い物支援サービスのご案
内 http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1306/kj00013046.html）は 36 業者で、そのうち、移動
販売を提供しているのは 10 業者である。  
富山県で豆腐の移動販売が増えることが期待できない中、５年以上に渡って、豆腐の移動
販売が継続されていた。昨今の買い物弱者対策としての移動販売は、始まったばかりで、
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Ⅱ　行政資源グループの調査・研究活動とその成果
